
１. はじめに

21世紀において，国際社会の重要な課題とされ

るのが，「持続可能な開発」（Sustainable Develop-

ment）の実現である。環境と開発に関する世界委

員会（WCED）によって，「将来の世代の欲求を

満たしつつ，現在の世代の欲求も満足させるよう

な開発」（WCED［1987］）と定義されたこの考え

方は，1992年の環境と開発に関する地球サミット

以降，国際社会の共通の目標として定着するにい

たっている。

そして，2015年には，具体的な目標を定めた「持

続可能な開発目標」（Sustainable Development

Goals: SDGs）が採択され，2030年までに実現す

べき17の目標と169のターゲットが合意されるに

至って，新たな段階に入ったといえる（高柳・大

橋［2018］）。

この17の目標の１つに掲げられているのが，目

標12の「持続可能な消費と生産のパターンを確立

する」である。「持続可能な生産と消費」」

（Sustainable Consumption and Production: SCP）と

は，具体的には何であろうか。目標12のターゲッ

トを見てみると「天然資源の持続可能な管理」

(12.2)や「小売・消費レベルにおける世界全体の

一人当たりの食品廃棄物を半減」(12.3)」，「再使

用や再利用による廃棄物の削減」(12.5)，「あら

ゆる場所の人々が持続可能な開発および自然と調

和したライフスタイルに関する情報と意識を持つ

ようにする」(12.8)，そして「開発途上国に対し，

より持続可能な生産消費形態を促進する科学的・

技術的能力の強化を支援」(12.a)など，廃棄物削

減，資源管理を問題とし，それを実現するために

消費者の意識を向上させ，あわせて技術支援など

を行うことが求められているのである1)。

これらは一見すると国ごとの取り組みを求めて

いるようである2)。しかし，このターゲットを実

現するためには，国の枠を超えた統合的な協力が

必要とされている。ただ，それをどのような取り

組みとしておこなっていくのか，どのようにして

具体的な効果をもたらすかについて，国際社会は

未だ模索しているただなかである。日本において

も，SDGsについて徐々に認知されるようになっ
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持続可能な消費と生産（SCP）に関するEUの域外戦略
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要 旨

SDGs（持続可能な開発目標）の１つに掲げられている，「持続可能な消費と生産（SCP）のパ

ターンの確立」（目標12）は，単に１つの国に関わるだけでなく，先進国・発展途上国が共通し

て取り組むべき目標である。しかし，その目標を実現するための具体的な方法や政策課題は依然

として明確になっていない。この中で，「持続可能な生産と消費」に関して，EUは現在積極的に

域外諸国との協力関係を構築している。本稿では，アジア諸国に向けたEUの協力プログラム

（Switch Asia）を検討し，EUのSCPに関する具体的な取り組みの特質を析出することにしたい。

その上で，計画，実行，改訂などの一連の過程やステイクホルダーの関与などにおいて特筆すべ

き点があること，他方で，下位プログラムの連関やEU内部における認知度の低さなどの課題が

あることを指摘する。

キーワード：持続可能な生産と消費（SCP）・Switch Asia・EU・実験的ガヴァナンス



ているものの，SCPについては国際社会の動向も

含めて十分に理解されていると言い難い3)。

本稿では，このようなSCPに関する国際協力の

具体的な取り組みとして，EU（欧州連合）の

Switch Asiaプログラムに注目しながら，SCPアプ

ローチの位相について検討することにしたい。本

稿では，特にSCPが，従来の開発政策，国際環境

協力とはどのような点で異なっているのか，どの

ような形で従来の消費行動や生産活動に影響を与

えようとしているのか，といった政策としての方

法の射程と限界について中心的に考察する。

Switch Asiaプログラムは，現在，Switch Asia II

（2018年〜）を展開中であり，第１期（2007-2018

年）については，その成果や課題について評価の

対象とすることができる。

まず，第１節では，SCPが提起されるようになっ

た歴史的背景について概観する。第２節では，

EUのSwitch Asiaプログラムについて見ていく。

第３節では，このEUの試みを「実験的ガヴァナ

ンス」（Experimentalist Governance）という観点か

らとらえて，その性格を析出することを試みる。

その上で，EUの経験を手掛かりとして，SCPと

いうアプローチの今後の可能性と課題について言

及することとしたい。

２. ｢持続可能な消費と生産（SCP）」とは？

SCPは，「全ての人々の生活の質を向上させつ

つ，消費や生産システムから生じる負の影響を逓

減する包括的なアプローチ」（UNEP［2011］：10）

である。

2015年のSDGsは，SCPの具体的なターゲット

を定式化したものの，その内容は決して新しいも

のではない。資源の節約などは，既に1972年のス

トックホルム人間環境会議において言及されてい

る（原則３，５）。また，有害物質の削減（原則６）

についても触れている。しかし，この諸原則の中

には「消費」という言葉への言及はない。

消費という言葉と結び付けて提起されたのは，

1992年の環境と開発に関するリオ・サミットで採

択されたアジェンダ21の第４章「消費パターンの

変更」が嚆矢であろう。この章ではじめて，「持

続可能な消費と生産」という用語が用いられてい

る。すなわち，ここでは，従来のように生産過程

における効率的な資源利用や廃棄物削減だけでな

く，消費者の環境配慮製品の購入や，政府調達な
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表 SDGs目標12のターゲット

（出所：訳は，グローバル・コンパクト・ジャパ
ン・ネットワークに従った。
［http://ungcjn.org/sdgs/goals/goal12.html］）

12.1 持続的な消費と生産に関する10年枠組み
プログラム（10YFP）を実施し，先進
国主導の下，開発途上国の開発状況や能
力を勘案し，すべての国々が対策を講じ
る。

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理
および効率的な利用を達成する。

12.3 2030年までに小売・消費レベルにおける
世界全体の一人当たりの食品廃棄物を半
減させ，収穫後損失などの生産・サプラ
イチェーンにおける食品の損失を減少さ
せる。

12.4 2020年までに，合意された国際的な枠組
みに従い，製品ライフサイクルを通じて
化学物質やすべての廃棄物の環境に配慮
した管理を達成し，大気，水，土壌への
排出を大幅に削減することにより，ヒト
の健康や環境への悪影響を最小限に留め
る。

12.5 2030年までに，予防，削減，リサイクル，
および再利用（リユース）により廃棄物
の排出量を大幅に削減する。

12.6 大企業や多国籍企業をはじめとする企業
に対し，持続可能な慣行を導入し，定期
報告に持続可能性に関する情報を盛り込
むよう奨励する。

12.7 国内の政策や優先事項に従って持続可能
な公共調達の慣行を促進する。

12.8 2030年までに，あらゆる場所の人々が持
続可能な開発および自然と調和したライ
フスタイルに関する情報と意識を持つよ
うにする。

12.a 開発途上国に対し，より持続可能な生産
消費形態を促進する科学的・技術的能力
の強化を支援する。

12.b 持続可能な開発が雇用創出，地元の文
化・産品の販促につながる持続可能な観
光業にもたらす影響のモニタリングツー
ルを開発・導入する。

12.c 破壊的な消費を奨励する非効率的な化石
燃料の補助金を合理化する。これは，課
税の再編や該当する場合はこうした有害
な補助金の段階的廃止による環境影響の
明確化などを通じ，各国の状況に応じて
市場の歪みを是正することにより行うこ
とができる。また，その際は開発途上国
の特別なニーズや状況を考慮し，開発へ
の悪影響を最小限に留め，貧困層や対象
コミュニティを保護するようにする。



どについても触れている。

また，OECD（経済協力開発機構）も，リオ会

議の翌年から「持続可能な消費」について検討を

開始している。1994年にはノルウェーのオスロで

シンポジウムを開催している。また，1995年には

作業プログラムを設置するなどとして，「持続可

能な消費と生産」の定義を精緻化に努める一方，

消費の構造を転換するために多様なステイクホル

ダーの参加，公共政策，市場イノベーション，

NGOによる消費者団体への呼びかけなど必要性

に言及している（OECD［1997］）。

リオ会議で採択されたアジェンダ21は，2002年

の持続可能な開発に関するヨハネスブルグ・サ

ミットにおいて引き続き確認され，実施計画が策

定された。そこでは，SCPに関する10年枠組み計

画を策定，推進することを求め，資源の効率化な

どの従来からの手法に加え，SCP意識を喚起プロ

グラムの重要性，自主的で透明性があり，検証可

能性のある環境情報の提供に言及されている。ま

た，企業の環境社会的責任にも触れ，ISOなど認

証に対する顧慮を促している。

2003年にモロッコのマラケシュで開かれた

UNEP（国連環境計画）のマルチステイクホルダー

会合（「マラケシュ・プロセス」）では，SCPの実

施についての具体的な取り組みが議論され，７つ

のタスクフォースが立ち上げられた（UNEP

［2011］）

2012年のリオ＋20では，「SCPに関する10年計

画」（10YFP）が採択された。この10YFPは，先

のマラケシュ・プロセスのタスクフォースを踏ま

えながら，「持続可能な公共調達」「消費者情報」

「エコツーリズム」「持続可能なライフスタイルと

教育」「持続可能な建設」「持続可能な消費システ

ム」という６つのプログラムの推進することを

謳っている（Vergragt et al.［2014］）。

2015年には，SDGsの目標12に「持続な可能な

生産と消費パターンを確立する」ことが明記され

た。この目標のターゲットには，「2030年までに

小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たり

の食品廃棄物を半減させ，収穫後損失などの生

産・サプライチェーンにおける食品の損失を減少

させる。」(12.1)「国内の政策や優先事項に従っ

て持続可能な公共調達の慣行を促進する」(12.7)

「持続可能な開発が雇用創出，地元の文化・産品

の販促につながる持続可能な観光業にもたらす影

響のモニタリングツールを開発・導入する」(12.b)

などが盛り込まれた。

SCPは，単に国連の場においてのみ取り上げら

れた訳ではない。アジア太平洋地域では，1999年

に，APRCP（持続可能な生産と消費に関するア

ジア太平洋ラウンドテーブル）が設立されている。

これは，日本を含むアジア各国，アメリカ，

UNEPやADB（アジア開発銀行）などの国際機関

も関わった非政府のネットワーク組織である。ま

た，この間，直接その言葉は使わないものの，

ASEAN（東南アジア諸国連合）や日中韓の環境

協力において，SCPに近い考えが表明されている

（Akenji et al.［2017］：22-23）。また，先のマラケ

シュ・プロセスを受ける形で，2008年，欧州委員

会はSCPと持続可能な産業政策行動計画を策定し

ている。ASEAN環境相による「ASEAN地域にお

けるSCPの実施に関する共同声明」が採択された

ほか，同年11月には，タイ・バンコクで50カ国以

上の代表が出席して，「SCP10年計画に関する第

１回アジア太平洋会合」が開かれている。

このようにして，SCPは，1990年代以降，国際

社会が持続可能な開発を推進していく中で，次第

に重要なアジェンダの１つと位置づけられるよう

になっていったのである。

３. EU-Switch Asiaプログラム

3.1. EUにおけるSCP

EUは，SCPに対して積極的な姿勢を示してき

た。例えば，先に触れたマラケシュ・プロセスは，

EUとアフリカ諸国が主導したものである。SCP

のタスクフォースの担当国を務めたのは，ドイツ，

フランスをはじめとする欧州諸国である。

EUにおけるSCPへの取り組みは，統合的製品

政策（Integrated Product Policy）とも関連している。

2003年に出された欧州委員会のコミュニケーショ

ンでは，SCPに関わる項目に言及がある。すなわ

ち，製品のライフサイクル，市場との協働，ステ

イクホルダーの関与，長期的な関わり，などであ

る（Hazel［2009], Scholl［2010］：40）。

2008年には，欧州委員会が，『持続可能な消費

と生産を産業政策行動計画』を策定している。こ

の行動計画で中心とされているのは，「製品のエ

ネルギーと環境性能を向上させ，消費者による理

解を培うための枠組み」（European Commission

［2008］：2）である。そして，この実現のために，
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複数あるエコラベルを評価する際の指標の問題，

公共調達の活用など従来の政策の延長のほか，資

源の効率化，中小企業の支援に触れている。

また，EUは，2005年から３年間にわたり，

SCPに関する専門家のネットワークの強化のため

に，SCORE（持続的消費についての研究交流ネッ

トワーク）に対して，助成金を拠出して，ワーク

ショップなどの開催を支援している。

現在，EUは「循環経済」（Circular Economy）

という枠組みの下，SCPに関わる政策を強化して

いるが，このSCPは単にEU域内を対象として展

開されているのではない。他のEUの政策分野と

同じように，域内にとどまらず，域外諸国に対す

る支援・協力を積極的に行っている。このSCPに

関する域外協力の仕組みがSwitch Asiaである4)。

3.2. EU-Switch Asiaプログラム

EUのSCPに関する域外協力は，それまでの環

境分野における国際協力の延長という側面があ

る。1997年，EUは環境分野におけるアジアとの

協力戦略を改訂している。ここでは，相互利益，

相補性，国際開発援助の供与国と被供与国のシナ

ジー，そして持続可能性が，環境協力の４つの指

標として言及されている（European Commission

［1997］）。そして，①アジアにおける環境能力の

強化，②市場重視型の環境政策の採用，という２

つのアプローチを推進するとしている。

2002年には，この協力戦略の一環として，EUは，

Asia Pro-Eco Program（アジア・プロ・エコプログ

ラム）を採択している。このプログラムは，2003

年からむこう５年にわたって3150万ユーロを拠出

するものであった。このプログラムの目的とし

て，１) 環境の質の改善（「クリーンなアジア」），

２) 長期にわたるEUとアジアの間での持続可能

な貿易と投資，３) 経済領域における環境パ

フォーマンスの向上，がうたわれている。具体的

には，①制度，ビジネス，労働組合，市民社会の

間協力の促進と制度とネットワークのシナジーの

促進，②環境技術におけるEUとアジアの共同事

業の展開，③持続可能で責任ある投資の促進，に

言及されている（EU［2002］：3）。この2003年か

らはじまったエコ・プログラムⅠおよびⅡが，後

にSwitch Asiaプログラムへつながるものであっ

た。

2007年からスタートしたSwitch Asiaは欧州委員

会の国際協力・開発総局によって運営されている。

第１期は，2007年から2013年の期間であり，この

間，EUは１億5000万ユーロの資金を拠出してい

る。Switch Asiaが対象となるのは，中国，インド，

タイ，カンボジアなどが含むアジア15カ国（後に

19カ国へ拡大）である。このSwitch Asiaは，SCP

を推進するために，①プロジェクト資金提供，②

ネットワーク構築，③政策支援，という大きく３

つのコンポーネントに関する取り組みを進めてい
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【図１ Switch Asiaプログラムの支援対象】

CSR 

( Switch Asia 2013 ) 

Switch Asia SCP 

（出典：Switch Asia［2013］より）



る。

まず①のプロジェクトについては，持続可能な

消費と生産アプローチに関心の高い市民社会組織

によるEU-アジア間パートナーシップのサポート

を目的としたものである。現在までにアジア19カ

国，106の支援プロジェクトを行っている（各プ

ロジェクト平均170万ユーロ）。

具体的には，モンゴルにおける建設業における

グリーン化・資源効率化，ネパールにおけるバイ

オ・エネルギーの生産の増大，ヴェトナムにおけ

る持続可能で公平な生産，などのプロジェクトが

行われている。このプロジェクト支援は，商工組

合，NGO，地方政府，研究機関などによって提

出されたプロポーザルの中から選定されたものに

対して供与される。

次に，②のネットワーク構築とは，認定プロジェ

クト間のネットワーク形成による情報交換だけで

なく，プロジェクトの成果を様々なステイクホル

ダーに開かれたものとすることを目的とし，ネッ

トワークイベントなどを行うものである。

最後に，③政策支援とは，SCPへのシフトと効

率的な資源活用の促進を図る国・地域の政策を強

化する目的のものである。インドネシア，マレー

シア，フィリピン，タイ，スリランカに対して国

家政策支援を行っている。

Switch Asiaは，2013年に第１フェーズが終了し，

2014年からは第２フェーズに入っている。そし

て，2018年には，Switch Asia IIとして引き続き協

力枠組みが維持されている。

４. ｢実験的」ガヴァナンスとしてのSwitch

Asia

4.1 実験的ガヴァナンスとは？

EUの域外に対するSCPアプローチは，かなり

の程度，一貫した方向性を看取することができる。

EUの政策における方向性について，近年では「実

験的ガヴァンナンス」という視角からこれを分析

しようとする研究がある。以下，本節では，「実

験的ガヴァナンス」という視点から，EU-Switch

Asiaプログラムの特徴を析出してみることにした

い。

｢実験的ガヴァナンス」とは，政策を計画的な

青写真に沿って，トップ・ダウンで実施していく

のではなく，明確な目標を設定する一方で実施段

階においては，ステイクホルダーが参画しながら

試行錯誤しながら柔軟に対応していく形とするも

のである。

最初にこの分析枠組みを提示したザイトリンら

は，EUの様々な取り組みを実験的ガヴァナンス

ととらえ，４つの特徴を指摘している。

第１に，EUと加盟国による枠組み目標の設定，

である。第２に，下位レベルのユニットによる裁

量的実施，である。第３に，下位レベルのユニッ

トによる定期報告，政策に関するピア・レビュー，

改善プラン，がある。そして，第４に，定期的な

目標・手続きの改定である（Zeitlin［2015］：2）。

このような実験的ガヴァナンスが登場してくる

理由には，地域の多様性と文脈を考慮するもので，

EUにおけるマルチ・レベル・ガヴァナンスの構築，

さらに加盟国の増加という状況において，柔軟性

をもった反復的で適応的な態様が必要とされてい

る背景がある。

ザイトリンらは，この実験的ガヴァナンスは，

EU域内に限定されるものではないことを指摘し，

越境的な規制ガヴァナンスにもその性格が見られ

るとする。それは，環境的持続可能性，障碍者の

権利，食品安全などの政策領域であるという。特

に，域外の第三国との関係においては，包括的な

権威は想定できないため，画一的なルールの強制

は不可能であり，域外諸国の多様性を踏まえてガ

ヴァナンスのあり方にならざるを得ないという。

そして，EUはこの実験的ガヴァナンスの推進に

よって，単独の，二国間，そして時に多元的な「平

行な」チャンネルを通じた，EUのルールや標準

およびガヴァナンス・プロセスを第三国へと展開

することに成功していると評価する（Zeitlin

［2015］：324）。

環境的持続可能性という点では，例えば，現在

EUが行っている違法伐採木材に関する越境的規

制が注目される。EU-FLEGT（森林法執行ガバナ

ンス貿易行動計画）という枠組みの下で，現在，

EUは，木材生産国に対して，森林管理に関する

法制度を確立することを支援するための自主的二

国間協定（Voluntary Partnership Agreement: VPA）

を締結している。また，域内の事業者に対しては，

EU木材規制（EUTR）デュー・デリジェンスを義

務付けている。これらの制度的枠組みには，途上

国を支援するNGOや，合法性証明としてのNGO

の環境認証が組み込まれている意味で，柔軟なマ

ルチ・ガバナンスといえるものである（Zeitlin
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［2015］：Ch. 6）。

本稿は，このような分析視角によって，EUの

新しい政策手段としての共通性と差異性を摘出す

ることを試みたい。

4.2 実験的ガヴァナンスとしてのSwitch

Asia

域外諸国との関係を実験的ガヴァナンスとして

見た場合に析出されるEUの政策の方向性を，

Switch Asiaに照らしてさらに検討してみよう。

まず，第１のEUと加盟国による枠組み目標の

設定については，Switch Asiaは，先にみたように，

EUのアジアに対する環境協力の目標は，欧州委

員会と加盟国政府の間で設定されたのである。さ

らに，EUと政策支援の対象国（インドネシア，

マレーシア，フィリピン，タイ，スリランカ）と

の間では，当然に目標を共有している。

第２の下位レベルのユニットによる裁量的実施

という点では，Switch Asiaプログラムを実施する

側は，初期の段階ではドイツのブッパータール研

究所，現在では，ドイツ国際開発公社（GIZ）や

および同国のシンクタンクであるAdelphi，プロ

ジェクトの実施に関わっている。プロジェクト

は，アジア諸国の商工組合などから提案を受ける

形であり，一方的な支援ではない。

第３の定期報告，政策に関するピア・レビュー，

改善プラン，および第４の目標の改訂については，

という点はどうだろうか。まず①Switch Asiaの

ネットワーク・ファシリティは，支援したプロジェ

クトに関してインパクトシートを作成し，評価す

る仕組み導入している。それぞれのプロジェクト

に関して，数字によるインパクトの評価を記して

いる。定量的なインパクト評価は，①経済的イン

パクト，②環境的インパクト，③社会的インパク

ト，④ターゲット・グループの関与，⑤政策リン

ケージ，の５つについて行われている。また，プ

ログラム全体については，５年を１つの期間とし

ていることに加えて，2013年まで実施された

Switch Asia Iについては，2013年に中間評価のほ

か，それを踏まえた評価が行われている。ここで

は，生産に比して消費に関するプロジェクトが少

なく，それに対する可及的な政策の必要性が指摘

されている（European Commission［2014］：4）。

他方で，詳細に見ていくと実験ガヴァナンスと

して見た場合，幾つか気づく点がある。第１に，

プロジェクトや政策支援など個別には，具体的な

期限と目標が設定されているが，Switch Asiaプロ

グラム全体としては，何時までに何をどの程度実

現するか具体的な数字が掲げられてはいない。こ

れは，違法伐採などは数量的に効果が測定可能で

あるのに対して，SCPの場合，どうしても個別の

具体的な目標でしか見ることができない点であ

る。このような課題については，既にEUの「持

続可能な産業政策行動計画」が2008年に策定され

る段階においても指摘されていた（Hazel［2009］）。

SDGsの目標12では，2030年までの目標が掲げら

れているが，これはSDGs自体のタイム・フレー

ムである。EUという範囲を越えて，SCPを推進

する際には，時間的な目標を考えていくことも，

実験的なガヴァナンスの課題となるかもしれな

い。

第２に，提案型プロジェクトを単位とすること

は，下位ユニットの裁量という意味では必要だが，

物質，生産，消費，使用，使用後といったバリュー

チェーン全体に有機的にはつながっていない点で

ある。技術などの具体的な支援が取り組みやすい

という性格があるため，プロジェクトのタイプの

偏りは避けられないのかもしれない。

このように見てくると，SCPという考え方は包

括的な視点を持つものであるが，それを実現する

ためにクリアしなければならない課題も多いと言

えよう。

５. おわりに

以上，本稿では，実験的ガヴァナンスという観

点からEUのSwitch Asiaプログラムを検討してき
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図２ EUの実験的ガヴァナンス

（出所：Zeitlin［2016]: 2, Figure1.1）
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たが，最後に，このEUのSCPアプローチの具体

的な展開を踏まえて，SCPアプローチの位相につ

いて検討することにしたい5)。

SCPについて，L.アケンジらは，大きく３つの

点から従来の政策とは異なっていると指摘してい

る。

第１に，「工業化」と「環境保護」の関係である。

持続可能な開発と関連した展開されているSCPア

プローチでは，世界銀行がかつて指摘したように，

所得水準の上昇と環境汚染の逓減という逆Ｕ字型

の調和的な関係（「環境クズネッツ曲線」）を想定

していない。SCPアプローチでは，過去の先進国

のように，産業化の過程における汚染の激化とい

う歴史的パターンを不可避とは考えないという

（Akenji et al.［2017］：29）。

この点で，EUの実験的ガヴァナンスにおいて

注目されるのは，ターゲットとしての中小企業で

ある。経済成長の中でも，中小企業は環境技術の

導入コストやそのノウハウについて大きな課題を

抱えている。Switch Asiaは商工組合をはじめとし

て，中小企業のネットワーク化を支援することが，

工業化過程における環境リスクを逓減させること

につながっていると言える。

第２の論点は，「消費主義」と「貧困削減」で

ある。持続可能な開発はしばしば現在の消費レベ

ルを低下させたり，生活水準を低下させることに

つながるのではないかと考えられ，消費と開発（貧

困削減）は，対立的な関係であるとみなされてき

たが，SCPにおいては，環境的な限界の内で消費

活動の影響を抑えるとともに，過小消費や貧困層

に基本的ニーズの問題を重要とみなしているとい

う（Akejin et al.［2017］：32）。Switch Asiaでは，

現在，GIZが関与するなど，政策過程において開

発アクターが関与している他，貧困削減は目標の

１つとなっている。

第３の論点は，「西欧化」と「多元的，伝統的

な方法」の関係である。SCPは，西欧のライフス

タイルを押し付けることではなく，多元的な伝統

的な方法を尊重するという（Akenji et al.［2017]:

34）。

このためには，非画一的で柔軟な方法が採用さ

れるような仕組みが必要であるが，Switch Asiaで

は，この仕組みを機能させるような工夫をとって

いる。すなわち，従来の開発政策と同じような国

家に対する支援だけでなく，中小企業やNGOの

提案を踏まえてグラント・プロジェクト，さらに

はネットワークの形成支援，という３つのコン

ポーネントという構成にそれを見ることができる

だろう。

環境認証などの支援は，一見EU域内標準を普

及させ，グルーバル標準に押し上げようという戦

略性の現れと見ることできるかもしれないが，こ

の点に関して検証する限りでは，そのようなEU

の利益とSCP，Switch Asiaプログラムとの直接的

な連関を見ることはできない。その意味において

は，EU側から西欧的な価値観や方法を押し付け

る「西欧化」という指摘は当たらないかもしれな

い。ただし，今後のプログラムのプレゼンスが大

きくなれば，「西欧化」との批判も出てくるかも

しれない。

このように，Switch Asiaプログラムに体現され

たSCPアプローチは経済と環境の関係に新たな視

点を持ち込んだと言えるのであるが，幾つかの問

題点を指摘することができる。

第１に，Switch Asiaプログラムは継続して，さ

らに多くのプロジェクトを支援しているが，EU

の開発政策や域外環境政策の中で占める割合は少

なく，予算規模も大きいとはいえない点である。

したがって，インパクトは依然として限定的であ

る。

第２に，第１の点と関連して，EUにおける

SCPは，EUの他の関連政策との関係が希薄であ

る点である。EUのグローバル戦略と直接的な関

係性が見られないことはすでに指摘したが，この

ことは裏を返せば，EUの一部セクションだけが

関与しているにすぎないことを示唆している。実

際に，EUの域内市場（標準化）や環境政策の担

当者の中で，このプログラムの認知度は決して高

くないのが現状である6)。

EU域内における循環経済の方向性については

加盟国間で意見対立があり，EUとして新たなに

生じる課題に対応している最中である（Kirchherr

et al.［2018］）。人権，森林など他の分野に比べる

と，EU全体として自己利益を明確化しえていな

いという状況と言える。従って，戦略もきわめて

限定的なものにとどまらざるをえないであろう。

SCPは，消費と生産，さらには廃棄まで，１つ

のストリームの中で持続性を考慮するという包括

性の点では，新たな考え方であるが，実行の面で

最も先進的なEUのプログラムにおいてもまだま
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だ萌芽的な性格を超えるものではない。

SCPをめぐっては，EU内においても未だ様々

な試みを行っている段階である。その意味におい

ては，実験的な性格を持つことは当然と言えるか

もしれない。しかし，SCPという理念のみが打ち

出されても，そのための実施方法や仕組みを生み

出していかなければ，意味のある行動にはつなが

らない。今後，日本を含めた各国が，SCPを実現

するために何が必要か，どのように関わることが

できるかを考える上で，このEUの試みが大きな

示唆を与えていることは確かであろう。
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注

１) SDGsにSCPが盛り込まれた具体的な政策過程は，

Gasper（Gasper et al.［2019］）らの論稿に詳しい。この

過程においては，分野横断的で包括的なものとして

SCPを位置づけようとする先進国と，独立の目標とし

て推進すべきとする発展途上国の間で意見の相違が

あったことが指摘されている。

２) 一国レベルのSCPに対する取り組みについては，既

に幾つかの先行研究がある。このうち，フィンランド，

スウェーデン，イギリスの３か国のSCPプログラムの

比較を行ったものとして，Berg（Berg［2011］）の研

究がある。日本でも地域において様々な試みがなされ

ている。これらの試みは，中口（中口・環境自治体会

議環境政策研究所［2018］）を参照。

３) SCPの論点は多岐にわたるが，最新の研究動向を整

理したものとしては，Wangらの議論（Wang et al.

［2019］）を参照。また，これまでの消費をめぐる議論，

運動を踏まえて，SCPの今日的位相に言及したものと

して古沢（古沢［2018］：第４章）を参照。

４) Switch Asiaプログラムを設立Switch Asiaプログラム

は，アジア諸国を対象とするものであるが，EUは他の

地域に対しても同様のプログラムを提供している。地

中海を対象としたSwitch Med，アフリカ諸国向けの

Switch Africaがそれである。

５) SCPをめぐる考え方については，「弱い」アプローチ

と「強い」アプローチという２つ（Hobson［2013］），

あるいは，市場の仕組みをそのままで，グリーン・イ

ノベーションなどを重視する改革主義（reformists）と，

資本主義の仕組みそのものを変革すべきとする革命主

義（revolutionists）に加えて，ネットワークガヴァナ

ンスの構築などを通じた社会技術的なシステムの移行

を求める再編主義（reconfiguration）の３つ，という異

なる類型に区分できるとして考察する研究がある

（Geels et al.［2015］）。本稿では，現実に具体的に取組

みがされているSCPプロジェクトの「方法」という点

からSCPの方向性を析出しようと試みるものである。

６) EU環境総局担当者へのインタビュー（2017年11月29

日），および域内市場（標準化）担当者へのインタビュー

（2017年11月27日）。
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